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年 計 法人 個人
1972（昭47） 1,495,510 265,686 1,229,824 5,141,377 28,292,696 61,108,675
1974（昭49） 1,548,184 293,923 1,254,261 5,303,378 40,299,895 67,405,931
1976（昭51） 1,614,067 332,238 1,281,829 5,579,800 56,029,077 74,973,890
1979（昭54） 1,673,667 380,973 1,292,694 5,960,432 73,564,400 85,736,815
1982（昭57） 1,721,465 435,822 1,285,643 6,369,426 93,971,191 95,430,071
1985（昭60） 1,628,644 449,309 1,179,335 6,328,614 101,718,812 94,506,983
1988（昭63） 1,619,752 503,728 1,116,024 6,851,335 114,839,927 102,050,766
1991(平3） 1,605,583 571,182 1,034,401 7,000,226 142,291,133 109,901,497
1994（平6） 1,499,948 581,207 918,741 7,384,177 143,325,065 121,623,712
1997（平9） 1,419,696 586,627 833,069 7,350,712 147,743,116 128,083,639
1999（平11） 1,406,884 607,401 799,483 8,028,558 143,832,551 133,869,296
2002（平14） 1,300,057 583,899 716,158 7,972,805 135,109,295 140,619,288
2004（平16） 1,238,049 578,426 659,623 7,762,301 133,278,631 144,128,517
2007（平19） 1,137,859 565,969 571,890 7,579,363 134,705,448 149,664,906
2012（平24） 1,033,358 582,122 451,236 7,403,616 114,852,278 132,917,692
2014（平26） 1,024,881 610,197 414,684 7,685,778 122,176,725 134,854,063






















































































































































































































絶対的集中 相対的集中 相対的分散 絶対的分散 絶対的分散 相対的分散
段階 1 2 3 4 5 6
中心人口 ＋ ＋＋ ＋ － － －－
郊外人口 － ＋ ＋＋ ＋ ＋ －
都市圏全人口 ＋ ＋＋ ＋ ＋ － －























































































































































































市機能誘導区域」を計画の中で設定することとなっている。2017 年７月末現在で 112 都
市が同計画を公表済みで、住民との調整など作成中の 245 都市を含めると 357 都市がコ














































































































































11.8 5.3 2.8 0.5
中枢都市 27.6 13.6 8.4 4.5
地方中核都市 14.1 3.6 2.7 3.7
地方拠点都市 12.0 1.8 0.8 11.9
大都市周辺中小都市 79.9 18.4 15.3 4.2




























31 日時点で、全国で 3,232 市町村数あったものが、2010（平成 22）年 3 月 31 日時点

















市 町 村 市 町 村
全　国 3,232 670 1,994 568 1,718 790 745 183 46.8
福岡県 97 24 65 8 60 28 30 2 38.1
佐賀県 49 7 37 5 20 10 10 0 59.2
長崎県 79 8 70 1 21 13 8 0 73.4
熊本県 94 11 62 21 45 14 23 8 52.1
大分県 58 11 36 11 18 14 3 1 69.0
宮崎県 44 9 28 7 26 9 14 3 40.9
鹿児島県 96 14 73 9 43 19 20 4 55.2










































































































































15.1 △ 7.6 △ 11.6 △ 12.0 21.1 5.0 0.2 △ 1.2 44.0 15.2 21.8 7.7
地方中枢都市 36.2 △ 3.4 △ 7.1 △ 6.0 22.8 4.9 1.0 △ 1.3 71.1 2.9 29.1 5.7
地方中核都市 21.0 △ 5.3 △ 14.6 △ 10.2 20.0 3.9 0.4 △ 0.6 54.5 3.9 0.4 △ 0.6
地方拠点都市 13.3 △ 8.1 △ 13.7 △ 11.2 21.6 3.4 0.5 △ 0.9 39.0 11.0 18.5 5.9
大都市周辺中小都市 43.8 3.8 △ 4.1 △ 1.6 38.3 5.9 2.4 1.4 138.7 23.6 54.7 8.6

































































 小 売 業 計 100.0 100.0 100.0 △ 12.4 △ 12.0 100.0 100.0 100.0 1.1 △ 7.3
1.百貨店 0.0 0.0 0.0 △ 17.6 △ 21.8 8.0 6.7 6.0 △ 14.5 △ 17.5
  (1)大型百貨店 82.6 92.6 89.6 △ 7.6 △ 24.4 96.8 98.1 95.8 △ 13.4 △ 19.4
  (2)その他の百貨店 17.4 7.4 10.4 △ 65.1 10.3 3.2 1.9 4.2 △ 48.4 77.6
2.総合スーパー 0.1 0.1 0.1 △ 0.8 0.3 6.0 6.2 6.3 4.2 △ 5.0
  (1)大型総合スーパー 68.4 87.5 89.3 26.8 2.4 82.8 93.4 94.6 17.5 △ 3.8
  (2)中型総合スーパー 31.6 12.5 10.7 △ 60.6 △ 14.4 17.2 6.6 5.4 △ 60.0 △ 22.0
3.専門スーパー 1.3 2.5 2.9 70.6 1.9 9.9 16.5 18.1 68.7 1.6
  (1)衣料品スーパー 10.7 13.5 16.5 113.7 25.3 5.6 5.4 6.4 61.5 21.6
  (2)食料品スーパー 70.9 52.6 51.0 26.7 △ 1.2 80.3 70.6 70.7 48.3 1.8
  (3)住関連スーパー 18.4 33.9 32.4 214.5 △ 2.5 14.1 24.1 22.9 188.3 △ 3.5
4.コンビニエンス・ストア 1.5 2.8 3.5 66.2 7.8 2.2 4.3 5.2 96.3 12.8
　うち終日営業店 40.7 65.4 80.6 167.2 32.9 50.9 76.1 87.8 193.2 30.3
5.その他のスーパー 4.5 6.1 4.5 19.9 △ 34.9 5.1 5.9 4.1 16.5 △ 35.1
　うち各種商品取扱店 0.5 1.2 1.4 165.6 △ 23.3 1.6 3.1 4.2 116.8 △ 12.0
6.専門店 62.8 65.4 58.7 △ 8.8 △ 21.0 47.2 43.5 37.5 △ 6.7 △ 20.2
  (1)衣料品専門店 15.5 14.6 13.1 △ 14.0 △ 28.9 11.9 9.5 7.9 △ 25.6 △ 33.0
  (2)食料品専門店 29.4 27.1 26.2 △ 16.1 △ 23.5 16.8 14.7 14.1 △ 18.5 △ 23.7
  (3)住関連専門店 55.1 58.3 60.6 △ 3.5 △ 17.9 71.3 75.8 78.0 △ 0.8 △ 17.9
7.中心店 28.7 22.7 28.9 △ 30.7 12.1 20.4 16.7 20.7 △ 17.4 14.9
  (1)衣料品中心店 16.4 17.2 19.6 △ 27.3 27.9 19.5 21.0 18.1 △ 11.0 △ 1.0
  (2)食料品中心店 46.0 41.1 36.9 △ 38.0 0.6 33.0 27.8 23.1 △ 30.3 △ 4.7
  (3)住関連中心店 37.6 41.7 43.5 △ 23.2 16.9 47.5 51.2 58.8 △ 10.9 32.1
8.その他の小売店 1.0 0.2 0.2 △ 79.7 △ 19.6 1.3 0.3 0.2 △ 80.0 △ 38.3
（資料）『商業統計表－業態別統計編』（各年）
伸び率

























































































































小売業 100.0 100.0 100.0 100.0 △ 2.3 △ 11.6 △ 12.0 100.0 100.0 100.0 100.0 38.3 2.3 △ 7.3
商業集積地区 40.2 41.9 42.9 38.0 1.8 △ 9.5 △ 22.1 48.0 47.8 46.6 40.9 37.7 △ 0.3 △ 18.7
オフィス街地区 4.9 4.7 5.0 7.5 △ 7.2 △ 6.7 33.7 6.1 5.7 5.7 7.9 28.7 2.6 28.3
住宅地区 29.1 28.2 29.0 30.6 △ 5.7 △ 9.0 △ 7.4 25.5 25.6 27.8 28.8 37.6 11.1 △ 4.0
工業地区 4.3 4.3 4.7 5.3 △ 0.5 △ 4.8 △ 0.6 6.1 7.0 7.8 9.6 58.5 14.2 14.2





















































小売業 100.0 100.0 100.0 100.0 △ 2.8 △ 12.8 △ 10.0 100.0 100.0 100.0 100.0 27.3 8.0 △ 3.8
商業集積地区 35.9 38.5 38.7 34.4 4.1 △ 12.2 △ 20.1 44.7 44.7 41.6 35.9 27.4 0.5 △ 17.1
オフィス街地区 6.3 5.8 5.3 7.0 △ 10.6 △ 19.9 18.3 8.4 7.2 6.5 8.1 9.2 △ 2.1 19.9
住宅地区 29.1 27.6 27.6 29.3 △ 8.0 △ 12.8 △ 4.5 26.2 25.9 27.2 29.4 26.2 13.4 3.8
工業地区 2.5 2.9 3.2 3.9 11.4 △ 3.7 9.7 4.9 6.4 7.7 9.0 66.1 30.0 12.3










































（５） L.H.Klaassen,G,Scimemi, “ Theoretical Issues in Urban Dynamics ” ,in 

























































































































































































































































































































































（１）L.H.Klaassen,G.Scimemi,（1979）“Theoretical Issues in Urban Dynamics”、































に 対 し て 差 別 優 位 性 を 獲 得 し ょ う と す る も の で あ る （ J.J.D.Havenga
（1973）,Retaiing:Competition and Trade Practies、、新城俊雄・白石善章共訳（1980）
『小売商業の競争理論』（千倉書房）61-79 頁参照。）」という企業間競争としての小売競
争の延長線上に集積間競争の理論化として位置づけることができる（関根孝（1987）「都
市再開発と小売の競争構造」『総合都市研究』第 30 号、110-118 頁参照）。 
（18）この効果は小売商業にあっては、競争を通じて便宜性への多様な提供様式の集積
として現れる（J.J.D.ハベンガ著、新城俊雄・白石善章共訳（1980）、前掲書、61-79 頁


































明（1985）「小売競争構造の変化について」『修道商学』第 26 巻第２号、178 頁参照）。
このような消費者の買物行動におけるレジャー志向の増大について、P.Newby による研
究があるので、詳しくは参考されたい（ P.Newby,“ Shopping as leisure” , in 













































































































































































































に陥る。郊外部では 1950 年代に広大な駐車場を備えた SC が登場したのを皮切りに、60
年代にはディスカウント・ストア（以下、DC と表記）の登場、80 年代には DS の急増に
より、複数の DS からなる SC の一形態であるパワーセンターが形成され、郊外部の一層
44 
の発展に寄与するとともに、他方で中心部の衰退をもたらしたのであった。1980 年代半



















































































































































イギリス ドイツ アメリカ 日本
街づくりに関する主な規
制法
都市農村計画法 建設利用令 ゾーニング 街づくり３法


























































































































































































用途地域 店舗・飲食店の立地 建ぺい率（％） 容積率（％）
第１種低層住居専用地域 50㎡以内可 30～60 50、60、80、100、150、200
第２種低層住居専用地域 ２階以下、150㎡以内可 30～60 50、60、80、100、150、200
第１種中高層住居専用地域 ２階以下、500㎡以内可 30～60 100,150,200,300
第２種中高層住居専用地域 ２階以下、1500㎡以内可 30～60 100,150,200,300
第１種住居地域 3000㎡以内可 60 200～400
第２種住居地域 無制限 60 200～400
準住居地域 無制限 60 200～400
近隣商業地域 無制限 80 200～400
商業地域 無制限 80 200～1000
準工業地域 無制限 60 200～400
工業地域 無制限 60 200～400





















（４）Campbell,S(1996),Green Cities,Growing Cities,Just Cities?:Urban Planning 
















































































































































































































































日本ショッピングセンター協会によれば、2004 年に開業した 62 施設のうち、郊外店
は 44 店舗に達している（15）。一方、市街地を中心に営業する零細商店（就業者が２名以







































































































1945 1955 1965 1975 1985 20251995 20152005 2035 2045
（出典）（実績値）国勢調査、（推計値）国立社会保障・人口問題研究所（中位推計に基づく）
※増減数の数値は、５年間の合計値。






















































































（４） L.H.Klaassen,G.Seimemi, “ Theoretical Issues in Urban Dynamics ”， in 



































（15）日本経済新聞、2006 年１月 18 日付け。 













































































はじまり、その後高齢化が昭和 50 年代後半からはじまっている。 
さらに、総務省による住民基本台帳に基づく人口推移（昭和 43 年～平成 29 年１月１
日現在）では、日本人の総人口の推移を示しているが、調査開始の昭和 43 年から平成
21 年までは増加傾向を示していたが、この年の 127,076,183 人をピークに日本人の総人
口は減少傾向に入り、直近の平成 29 年１月１日現在は 125,583,658 人と前年よりも
308,084 人のマイナスで、８年連続で減少し続けている。 





























































































































図表５－２ 都道府県別にみた 2017 年１月１日時点における増減率の状況 
 
人口増加と都市化の進んだ 1960 年の国勢調査において、人口集中密度（DID：Densely 
Inhabited District）指標が導入され、市区町村の統計区内の人口密度 4,000 人／㎞ 2以
上の基本単位区等が基準として設けられていた。しかし、その後人口の郊外部への移動
や都市そのものの拡大により、DID 人口密度に変化がみられるようになってきた。さら


















東京都 1,304（0.64） 秋田県 102（△1.34）
沖縄県 145（0.31） 青森県 131（△1.12）
千葉県 615（0.12） 高知県 72（△1.06）
埼玉県 719（0.11） 山形県 111（△1.00）
愛知県 731（0.10） 和歌山県 97（△0.99）



















2010 年 5 月、経済産業省が「地域生活インフラを支える流通のあり方研究会報告書－

















































































































































































































































6000 人とするなど４目標を立てたが、計画が終了した 2011 年の通行量は４万人程度と
76 
いう結果であった。また、富山市は市内の路面電車の１日の平均乗車人数を１万 3000 人
















































































(22)Jenks,M.Burton,E.and Williams,K.ed.(1996)：The Compact City Ａ Sustainable 
Urban Form?,E&FN Spon お よ び Williams,K.Burton,E.and 




















(33)日本経済新聞、2016 年７月 29 日付け。 


































は 1972 年の本土復帰まで続いた。 
本土復帰を契機に、これまでの米国統制下によってもたらされた本土とのさまざまな
格差是正の解消に向けて、国主導による４次にわたる「沖縄振興開発計画」（以下「計画」








人であったものが、1982 年には 1,128,890 人へと増加し、2000 年代に入り 130 万人台




る。1975 年の国際海洋博覧会の開催、92 年には首里城公園の開園、97 年にはパッケー
ジツアーの低価格化の実現、2000年には G8サミット開催と右肩上がりの増加となった。










施設数は 33 であり、施設面積は 23,176.3ha で県土面積に占める割合は 10.2％、米軍専
用施設面積は 22,807.5ha で在日米軍専用施設の 73.8％が依然として集中している現状
がある（2012 年 3 月 31 日現在）。 































































連収入が 777 億円（米軍等への財・サービスの提供 414 億円、米軍基地からの要素所得
が 240 億円）（３）であったため、県民総所得に占める基地関連収入の割合は 15.5％とな
っており、非常に高い基地依存体質をあらわしていたが、1980 年代半ば以降から５％台































































わけ製造業は 4.8％（全国 16.1％）と最下位、一方、建設業は 9.2％（全国 7.5％）と全
国６位の高さとなっている（2010 年時点）（４）。 
図表６－４は沖縄県における 15 歳以上人口の就業状態を産業大分類別にみたもので
ある。2007 年と比較すると、2012 年 10 月１日現在で沖縄県の 15 歳以上人口（115 万
7000 人）のうち、約 65 万 1000 人が有業者であり、約１万 7000 人の増加となっている。
そのうち、「卸売業、小売業」が９万 6000 人（有業者に占める割合 14.8％）と最も多く




















































































































産業 634.1 650.8 16.7
農業、林業 26.7 31.2 4.5
漁業 2.7 2.6 △ 0.1
建設業 67.5 66.8 △ 0.7
製造業 35.7 33.4 △ 2.3
情報通信業 15.5 12.0 △ 3.5
運輸業、郵便業 33.8 32.5 △ 1.3
卸売業、小売業 114.2 96.4 △ 17.8
金融業、保険業 12.6 14.9 2.3
学術研究、専門・技術サービス業 19.1 19.3 0.2
宿泊業、飲食サービス業 56.4 52.5 △ 3.9
生活関連サービス業、娯楽業 27.3 28.5 1.2
教育、学習支援業 36.4 35.5 △ 0.9
医療、福祉 69.7 87.4 17.7
複合サービス事業 4.7 5.7 1.0















総数 508.4 301.2 207.2 533.5 296.0 237.5
　　建設業 52.5 37.6 14.9 52.5 35.7 16.8
　　製造業 27.8 17.0 10.8 26.9 17.0 9.9
　　情報通信業 17.2 10.3 6.9 10.7 6.7 4.0
　　卸売業，小売業 92.7 42.9 49.8 79.0 32.2 46.8
　　金融業，保険業 11.7 8.0 3.7 13.9 9.7 4.2
　　学術研究，専門・技術サービス業 － － － 14.3 11.0 3.3
　　宿泊業，飲食サービス業 40.3 13.3 27.0 43.1 12.5 30.6
　　生活関連サービス業，娯楽業 － － － 20.1 9.7 10.4
　　教育，学習支援業 33.5 22.9 10.6 31.9 19.9 12.0
　　医療，福祉 65.9 43.0 22.9 82.3 49.6 32.7
　　複合サービス事業 4.7 2.9 1.8 5.8 3.1 2.7




























職業区分 634.1 650.8 16.7
管理的職業従事者 15.6 12.7 △ 2.9
専門的・技術的職業従事者 90.1 96.3 6.2
事務従事者 120.9 121.6 0.7
販売従事者 85.3 79.6 △ 5.7
サービス職業従事者 91.2 96.3 5.1
保安職業従事者 14.9 17.0 2.1
農林漁業従事者 30.2 33.0 2.8
生産工程従事者 54.3 54.1 △ 0.2
輸送・機械運転従事者 27.8 29.1 1.3
建設・採掘従事者 46.6 43.1 △ 3.5
運搬・清掃・包装等従事者 42.6 44.2 1.6
（出所）沖縄県企画部統計課「就業構造基本調査（平成24年度）」より作成。
（単位：千円）
1972年 1982年 1992年 2002年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
沖縄県
（１人当たり県所得）
 418.6  1,363  2,057  2,059  2,054  1,995  2,021  2,042  2,018  2,035
全国
（１人当たり国民所得）
 720.8  1,898  3,083  3,055  3,181  2,974  2,850  2,912  2,915  2,972

























































の上位 10 位までを図表６－８は示したものである。上位 100 社で売上高が２兆 1,184 億
5,600 万円と前年に比べ約４％増加しており、４年連続で最高額を更新している。同社
の分析によれば、県内人口や観光客の増加、消費税増税前の駆け込み需要を背景に、小




























1 南西石油 220,393 31.2 南西石油 237,845 7.9 南西石油 224,967 △ 5.4 南西石油 202,289 △ 10.1
2 沖縄電力 150,896 △ 0.6 沖縄電力 157,886 4.6 沖縄電力 158,911 0.6 沖縄電力 172,059 8.3
3 サンエー 140,242 2.9 サンエー 142,345 1.5 サンエー 144,979 1.9 サンエー 153,368 5.8
4 沖縄徳洲会 87,505 59.2 沖縄徳洲会 94,740 8.3 沖縄徳洲会 99,351 4.9 沖縄徳洲会 103,671 4.3
5 金秀商事 64,587 0.0 金秀商事 661,422 2.4 金秀商事 66,672 0.8 イオン琉球 67,604 3.5
6 イオン琉球 61,847 2.7 イオン琉球 63,176 2.1 イオン琉球 65,312 3.4 金秀商事 65,940 △ 1.1
7 りゅうせき 50,075 7.6 りゅうせき 54,201 8.2 りゅうせき 56,690 4.6 りゅうせき 64,480 13.7
8 沖縄セルラー電話 45,055 △ 0.9 沖縄セルラー電話 47,773 6.0 沖縄セルラー電話 50,439 5.6 沖縄セルラー電話 53,245 5.6
9 沖縄ファミリーマート 41,084 3.0 沖縄ファミリーマート 43,260 5.3 沖縄ファミリーマート 45,854 6.0 沖縄ファミリーマート 49,443 7.8
10 日本トラ ンスオーシャン航空 39,622 △ 0.7 日本トラ ンスオーシャン航空 39,492 △ 0.3 日本トラ ンスオーシャン航空 39,722 0.6 ピーチタイム 41,376 12.2










が見られるが、製造業は 2009 年度には前年度と比較すると 25.8 ポイントも増加してお
りここ数年の県内での活動が活発になっていることを示している。一方、小売業は前年
度比でみると約 0.8 ポイント減少しているが、堅調な伸びを示している。 
 

























2000年度 4,913,645 - 1,040,656 - 535,616 - 1,142,552 - 727,233 -
2001年度 4,850,967 98.7 984,341 94.6 527,240 98.4 1,114,587 97.6 754,662 103.8
2002年度 4,908,718 101.2 989,712 100.5 524,241 99.4 1,097,571 98.5 756,266 100.2
2003年度 4,990,612 101.7 1,003,343 101.4 475,996 90.8 1,122,563 102.3 746,206 98.7
2004年度 4,962,762 99.4 974,888 97.2 497,765 104.6 1,137,260 101.3 749,216 100.4
2005年度 5,096,271 102.7 972,885 99.8 518,842 104.2 1,153,905 101.5 780,195 104.1
2006年度 5,136,098 100.8 919,501 94.5 542,030 104.5 1,154,913 100.1 807,054 103.4
2007年度 5,219,626 101.6 898,981 97.8 537,573 99.2 1,189,591 103.0 820,031 101.6
2008年度 5,080,584 97.3 870,832 96.9 376,406 70.0 1,167,789 98.2 839,132 102.3





全産業 建設業 製造業 卸売業
1972 1,495,510 5,141,377 28,292,696 61,108,675 20,421 44,972 35,599 592,785
1974 1,548,184 5,303,378 40,299,895 67,405,931 21,129 44,712 231,065 585,687
1976 1,614,067 5,579,800 56,029,077 74,973,890 22,579 51,098 354,695 734,256
1979 1,673,667 5,960,432 73,564,400 85,736,815 23,130 54,426 421,447 848,197
1982 1,721,465 6,369,426 93,971,191 95,430,071 23,696 62,783 587,606 958,409
1985 1,628,644 6,328,614 101,718,812 94,506,983 21,843 64,246 702,782 984,893
1988 1,619,752 6,851,335 114,839,927 102,050,766 21,983 69,161 733,673 1,060,025
1991 1,591,223 6,936,526 140,638,104 109,901,497 21,492 70,938 898,976 1,200,796
1994 1,499,948 7,384,177 143,325,065 121,623,712 20,095 75,969 987,986 1,291,049
1997 1,419,696 7,350,712 147,743,116 128,083,639 17,904 69,959 963,453 1,251,713
1999 1,406,884 8,028,558 143,832,551 133,869,296 17,945 75,135 985,002 1,249,658
2002 1,300,057 7,972,805 135,109,295 140,619,288 16,834 78,784 1,028,227 1,394,725
2004 1,238,049 7,762,301 133,278,631 144,128,517 16,023 80,193 1,015,790 1,494,428
2007 1,137,859 7,579,363 134,705,448 149,664,906 14,970 80,053 1,107,843 1,577,633










































る。県内の小売業の店舗規模は、1980 年から 90 年代に多くが近隣型あるいは小型店舗
での営業が主であった。その後、90 年代以降の規制緩和の影響を受け、本県内でも、大





1972 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 6,418 62.4
1975 1,934 31.1 1,451 29.0 15,803 23.0
1980 2,182 △ 1.8 1,766 6.3 18,100 8.0
1985 2,756 4.8 2,090 0.6 21,564 3.6
1990 3,324 1.5 2,502 3.7 24,712 4.8
1995 3,401 △ 2.3 2,575 0.8 34,281 2.5
2000 3,246 △ 2.8 2,313 △ 1.8 135,395 △ 2.7
2005 3,112 △ 4.1 2,206 △ 8.7 142,723 △ 0.2
2010 3,300 △ 0.9 2,515 △ 2.6 133,257 △ 1.9
2011 3,386 2.6 2,373 △ 5.6 135,029 1.2
2012 3,574 5.5 2,474 4.3 141,471 △ 0.8
2013 3,312 △ 7.3 2,540 2.7 159,146 2.4
（注）：１.大型小売店販売額の増減率は、既存店（調査年において当年と前年で存在した事業所）の比率である。


















イオン琉球 36 店舗、家電量販店７店舗、ホームセンター15 店舗をはじめ、他地元スー
パーやコープなども出店見られ、そのうち 10,000 ㎡以上の広域型ショッピングセンタ
ータイプの店舗も 10 店舗みられる。代表的なものとして、2002 年にサンエーが約 32,000




















店舗数 販売額 前年同月比 店舗数 販売額 前年同月比
平成20年9月 38 10,674 △ 4.4 4,503 15,583 △ 2.2
平成21年9月 39 10,926 0.9 4,634 14,936 △ 4.2
平成22年9月 40 10,493 △ 4.1 4,695 14,781 △ 1.1
平成23年9月 40 10,593 1.0 4,985 14,725 △ 2.5
平成24年9月 42 11,582 9.3 5,068 14,707 △ 0.1
平成25年9月 45 12,270 5.9 5,236 15,060 1.7






















































































那覇市 430114 320581 1.34 84.1 9 415167 315530 1.32 82.2 7
うるま市 235018 119086 1.97 88.9 7 236172 115961 2.04 92.4 7
名護市 85004 61444 1.38 83.3 7 85852 61048 1.41 87.3 9
浦添市 76138 112505 0.68 52.3 0 79326 109853 0.72 52.9 0
豊見城市 74502 60771 1.23 51.6 0 66252 57116 1.16 51.8 0
南風原町 72744 37131 1.96 63 2 82549 35455 2.33 67.7 2
西原町 65520 34799 1.88 69.7 2 70456 34758 2.03 71 2
宜野湾市 64999 94774 0.69 43.4 0 31061 92929 0.33 25 0
北谷町 59823 28047 2.13 66.6 0 82857 27564 3.01 77.4 1
宮古島市 49164 51619 0.95 93.2 1 49292 52181 0.94 92.2 1
沖縄市 47266 132583 0.36 26.5 0 47380 130582 0.36 27.6 0



















































































































































































































































































































































 平成 30 年版高齢社会白書によると、2017（平成 29）年 10 月１日現在、わが国の総
人口は１億 2,671 万人となっており、65 歳以上の高齢者人口は 3,515 万人で総人口に占
める高齢化率は 27.7％となっている。図表７－１は、年齢３区分別人口構成比の推移と
101 
将来推計を示したものである。2020（平成 32）年には、65 歳以上の高齢者は 30％を越
え、2040（平成 57）年には 37.7％と人口に占める高齢化率が約４割にも達すると予測
されている。これらを都市規模別にみたものが図表７－２である。2015（平成 27）年の





















































































































等へ、自宅から店舗までの直線距離が 500ｍ以上であり、かつ自動車を保有しない 65 歳
以上の高齢者数に、2010（平成 22）年と 2025（平成 37）年とを比較したものである。





平成19 平成26 平成19 平成26 平成19 平成26 平成19 平成26
各種商品小売業 4,742 3,672 2,276 1,859 1,145 776 727 460
△ 22.6 △ 18.3 △ 33.1 △ 36.7
うち、百貨店、総合スーパー 1,856 1,608 1,379 1,147 203 130 94 99
△ 13.4 △ 16.8 △ 36.0 5.3
うち、その他の各種小売業 2,886 2,064 897 712 942 636 633 361
△ 28.5 △ 20.6 △ 32.5 △ 43.0
飲食料品小売業 389,832 236,725 127,396 78,496 123,844 63,767 90,115 56,345
△ 39.3 △ 38.4 △ 48.5 △ 37.5
うち、各種食料品小売業 34,486 22,116 7,636 5,300 11,497 6,443 12,027 7,130
△ 35.5 △ 30.6 △ 44.0 △ 40.7
うち、野菜・果実小売業 23,950 15,220 9,910 5,896 6,822 3,557 4,669 3,699
△ 36.5 △ 40.5 △ 47.9 △ 20.8
うち、食肉小売業 13,682 9,467 6,440 4,518 3,875 2,176 1,989 1,493
△ 30.8 △ 29.8 △ 43.8 △ 24.9
うち、鮮魚小売業 19,713 11,118 7,548 4,294 5,383 2,444 4,849 2,873
△ 43.6 △ 43.1 △ 54.6 △ 40.8
（参考）生鮮三品計 57,345 35,805 23,989 14,708 16,080 8,177 11,507 8,065


























平成19 平成26 平成19 平成26 平成19 平成26 平成19 平成26
1,585 1,413 370 347 1,099 963 116 103
△ 10.9 △ 6.2 △ 12.4 △ 11.2
17,865 14,768 3,842 3,441 11,886 9,881 2,137 1,446
△ 17.3 △ 10.4 △ 16.9 △ 32.3
43,684 35,096 13,096 11,005 26,218 20,978 4,377 3,113
△ 19.7 △ 15.9 △ 20.0 △ 28.9
55,615 45,154 14,339 12,114 34,590 27,801 6,686 5,239
△ 18.8 △ 15.5 △ 19.6 △ 21.6
176,575 93,017 46,817 26,420 110,786 57,430 18,972 9,167
△ 47.3 △ 43.6 △ 48.2 △ 51.7
98,998 58,933 16,807 11,102 64,101 38,118 18,090 9,713


































全国計 382 181 202 598 349 249 56.4 93.1 23.6
三大都市圏 163 115 48 294 231 63 80.1 100.5 30.8
東京圏 76 58 18 156 131 25 105.4 126.3 38.6
名古屋圏 29 15 14 43 26 18 51.3 73.1 28.2
大阪圏 58 43 16 94 75 20 61.4 75.1 24.2



















































全国計 644 399 245 814 523 291 26.4 31.1 18.7
三大都市圏 325 267 57 420 348 72 29.5 30.3 25.7
東京圏 177 155 22 233 204 29 31.9 31.9 31.8
名古屋圏 42 26 16 54 34 20 27.2 30.4 22.3
大阪圏 106 87 19 133 111 23 26.4 27.4 21.4
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